ソフトウェア産業における女性従業員 by 齊藤 豊
ソフトウェア産業における女性従業員
著者 齊藤 豊
雑誌名 人間関係学研究 : 社会学社会心理学人間福祉学 : 
大妻女子大学人間関係学部紀要
巻 19
ページ 53-66
発行年 2017
URL http://id.nii.ac.jp/1114/00006551/
Creative Commons : 表示 - 非営利 - 改変禁止
http://creativecommons.org/licenses/by-nc-nd/3.0/deed.ja
53
大 妻 女 子 大 学
人間関係学部紀要 人間関係学研究　19　2017
ソフトウェア産業における女性従業員
Women Employees in Software Industries
齊藤　豊 *
Yutaka SAITO
＜キーワード＞
男女給与格差，インド，アメリカ，ダイバーシティ，女性，多国籍企業，ジェンダー，従業員
＜要　　　約＞
　本論文は，筆者による一連のソフトウェア多国籍企業研究のうち，男女給与格差を初めて
扱った論文である。インド系ソフトウェア多国籍企業は，インド国内において数少ない差別
の無い企業となっている。カーストやジャーティの影響を受けない新しい職場であり，イン
ド企業はアメリカのソフトウェア企業を模範にして，若い男女が差別なく同じ職種で働いて
いる。女性エンジニアが増えたとはいえ，エンジニアの多くは男性であり，しばし，男女給
与格差が問題となっている。また，アメリカのソフトウェア産業においても女性はエンジニ
アに向いていないという極論がトップ企業の男性エンジニアから公式に発言されるほど男性
優位の状況にある。本論文では，アメリカ企業における男女給与格差を中心に扱い，どのよ
うな男女給与格差があるのかを明らかにし，その解決方法を模索する。
* 大妻女子大学　人間関係学部　人間関係学科　社会学専攻
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１．はじめに
　本論文では，ソフトウェア産業に従事する女性
従業員，特に女性ソフトウェア・エンジニアに
フォーカスを当て，企業における従業員給与の男
女格差などにより女性従業員を調査研究し，企業
における女性の活用度合いを明らかにすることを
目的としている。ソフトウェア企業では，エンジ
ニアなどの専門職比率が高く，エンジニアになる
ためには，理工系の高等教育を受ける必要があり，
これらエンジニア予備軍が高等教育機関におい
て，すでに男性優位であるという事情からソフト
ウェア企業における女性エンジニアの数が増えな
いという問題がよく論じられている。他方，ソフ
トウェア産業は新しい産業であり，過去から続く
男尊女卑の企業文化が存在しておらず，男女差別
の少ない産業とも言える。同一労働同一賃金が普
及しており，IT を駆使した在宅勤務が可能である
など，結婚，出産における女性のハンデが軽減さ
れている。
　学歴による個人の教育水準の違いが，賃金格差
を生む要素のひとつであることが，1964 年に第 1
版が出版された Becker, S. G. の『人的資本』以来，
労働経済学を中心に議論されている。しかし，
Becker は，高学歴女性の賃金格差について，10 年
後に出版した第 2 版においてもわずか 2 ページの
記述しかしていない。その内容は，女性は男性よ
りも大学進学率が低く，大学在学中であっても結
婚によって中退することもあれば，大卒女性は教
育程度の高い金持ちの男性と結婚することが多
い，という記述や 1960 年の調査を元に大卒女性
の世帯年収が大卒男子よりも高い，という現代と
は異なる調査結果を出している（Becker, S. G. 
1976：190-191）。
　これは女性の置かれた社会環境の変化に原因が
ある。1960 年から今日までに女性の大学進学率や
就職率，専業主婦率などに変化が生じ，専業主婦
世帯が当たり前だった時代から女性の社会進出が
進んでいる時代へ変わってきた。この 50 年間で，
家庭経済の中心にいた女性が企業経済の中心に出
ようとしているのである。
　世界最初の株式会社ができたのは徳川家康が江
戸に幕府を開く前年の 1602 年である。オランダ
がオランダ東インド会社を設立した。以来，400
年以上に渡って企業経済は男性中心に発展してい
く。この男性が保持する既得権益の塊である企業
に女性が進出し，それまで男性が保持していた既
得権益をひとつずつ壊していくことによって男女
の雇用機会均等へ近づいている。現在ではアメリ
カや日本など多くの先進国において男女の雇用機
会を均等に保ち，同一労働同一賃金の原則を盛り
込んだ法律が施行されている。しかしながら，
2015 年におけるアメリカの女性従業員比率は
46.8％で若干の男性優勢であるが，女性管理職比
率は 39.2％，経営層の女性比率は 23％となってお
り，上級職に行けば行くほど男性優位となってい
る（1）。本来は労働生産性の向上を目的とした企業
内分業が，あたかも女性による男性職場の侵食を
食い止めるかのように利用され，男女に別々の仕
事が割り当てられ，それによって男女の給与に格
差が生まれている。
　2017 年 8 月に Google 社の男性エンジニアが女
性はエンジニアに向かないという旨の社内文書を
公開し，問題となった。Google 社は，ダイバーシ
ティに力を入れており，社内における男女格差を
なくそうとしている。ITmedia の 2017 年 8 月 6 日
の 記 事（2） に よ れ ば，8 月 3 日（ 現 地 時 間 ） に
Google 社のある男性エンジニアが「女性はコー
ディングに向いてないから無理に半々にするべき
じゃない」と主張する「Google’s Ideological Echo 
Chamber」（Google の思想的エコー・チャンバー）
というタイトルの文書を社内で公開し，複数の従
業員が公開ツイートで反論したために公となり，
複数のメディアが取り上げ，Gizmodo 社の Web サ
イト（3）で全文が公開される事態となった，と紹
介している。実際に Google 社の Web サイトを確
認すると従業員男女比率は全体では，男性 69％に
対し，女性が 31％となっており，技術職に限ると
男性 80％に対し女性が 20％となっている（4）。男
性エンジニアが多数を占めている。Google 社では
6 月末に多様性・規範・管理担当バイスプレジデ
ントとして Danielle Brown 氏が新たに就任したば
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かりであり，女性従業員の数を男性と同じにする
ことが社内で言われていたのであろう。
　本論文では，ソフトウェア業界は，男性エンジ
ニアが圧倒的に多いが，女性エンジニアであるこ
とのハンデは少ない業界である，という一般的な
認識が正しいのかどうかを検証し，ソフトウェア
産業における女性従業員の実態について紐解いて
いく。
２．男女給与格差
　はじめに，OECD（経済協力開発機構（5））調査
による男女給与格差（Gender Wage Gap）の調査デー
タ（6）を見る。この調査では OECD 加盟各国にお
ける男性の中間給与（非調整値，メジアン，給与
所得者と自営業者の合算，年間）データと女性の
同データの差を見ることができる。2015 年の調査
に よ れ ば， ワ ー ス ト 5 は，5 位 が ア メ リ カ で
18.88％，以下，4 位 ポルトガル 18.92％，3 位 チ
リ 21.05％，2 位 日本 25.73％と続き，ワースト 1
位は韓国の 37.18％となる（OECD Gender wage gap 
Web サイト 2017 年）。韓国では男性が 1 ドル稼ぐ
間に女性は 62.8 セントしか稼げないのである。
　次に，シリコンバレーにおける男女正社員（フ
ルタイムワーカー）給与格差の 2015 年の調査デー
タを見る（7）。学歴別の男女給与格差は，女性と同
じ学歴の男性が 1 ドル稼ぐ場合に，高卒未満の女
性は 78 セントを稼ぐ，高卒女性は同 84 セント，
短大・専門学校卒女性も同 84 セント，大卒女性
は 67 セント，大学院修了女性は 71 セント，となっ
ている。大卒男性の平均年収が 117,014 ドル（約
1,310 万円（8））に対し，同女性は 78,164 ドル（約
880 万 円 ） で あ る（The Silicon Valley Indicators 
2015a）。エンジニア職の多くは大卒であるので，
大卒女性が同男性に比べて 38,850 ドル（34％ 約
430 万円）も少ない給与に甘んじているのは問題
である。
　同調査には地域別職種別の男女給与格差データ
もある。シリコンバレーの中心地である Santa 
Clara および San Mateo カウンティでは，女性と同
じ職に就く男性が 1 ドル稼ぐ場合にコンピュータ
および数学関連職の女性は 79 セント，ソフトウェ
ア開発者の女性は 77 セント，プログラマ女性は
79 セント，経理・財務職の女性は 66 セント，アー
キテクトおよびエンジニアリング職の女性は 76
セント，管理職の女性は 75 セントをそれぞれ稼
ぐ（The Silicon Valley Indicators 2015a）。この中で
経理・財務職は文系であるが，その他の職は理系
である。シリコンバレーにおいては理系の男女給
与格差の方が文系に比べて少ないが，それでも女
性は 2-3 割も少ない給与に甘んじている。
　シリコンバレーにおける男女正社員（フルタイ
ムワーカー）給与格差の 2008 年から 2015 年まで
の変遷をみると同時期の男性が 1 ドル稼ぐ場合に
女性は 2008 年に 73 セント，2009 年に 75 セント，
2010 年に 76 セント，2011 年に 76 セント，2012
年に 77 セント，2013 年に 71 セント，2014 年に
75 セント，2015 年に 74 セントとなっており，格
差の経年変化は大きくない（The Silicon Valley 
Indicators 2015a）。
　OECD の デ ー タ に 比 べ て The Silicon Valley 
Indicators 2015a のデータのほうが，男女給与格差
が大きくなっている。これは，IT セクターにおけ
る男女給与格差が大きいことを示し，IT セクター
は開発者やプログラマなどのエンジニア職が多い
ので専門職であるエンジニア職の男女給与格差が
一般的な職業よりも大きいことを示している。
　このように，男女給与格差の不平等については
このレベルの統計情報を使って男女給与の不平等
を訴えることが一般的であるが，それは正しくな
いと言えるかもしれない。これらのデータは，年
齢，教育歴，在職年数，職種，企業，勤務地など
は考慮していない非調整値である場合が多く，男
女格差以外の学歴格差，年功序列的な格差，職種
や勤務地，企業の違いなどの格差を考慮していな
いことによるバイアスがかかっていると考えられ
る。よって，この大雑把な男女給与格差データを
精査し，各種バイアスを排除することで，同一職
種同一賃金の原則での男女給与格差を把握する。
　転職情報サイトである Glassdoor 社がアメリカ
で働くフルタイム給与所得者の 505,000 人を対象
に行った調査（9）によれば，女性の基本給は男性
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のそれよりも 24.1％低かった。男性が基本給で 1
ドルを稼ぐ場合，女性は 75.9 セントでしかなかっ
た。男女の年間給与額の差である 24.1％を年齢・
教育歴・業務経験で調整すると格差は 19.2％に縮
まり，さらに産業・職業・居住地・勤務年数・企
業規模で調整すると格差は 8％まで縮まり，企業
の違いによる差を加味すると 6.8％，役職の違い
による差を加味すると 5.4％まで，基本給による
男女給与格差が縮まる（Glassdoor 2016 p.18）。
　以下，この 5.4％のデータを用いる場合に「調
整済み男女給与格差」と称する。アメリカにおけ
る調整済み男女給与格差は，説明できない男女給
与格差である。同調査では，イギリス，オースト
ラリア，ドイツ，フランスの 4 カ国に対しても同
じような調整を行なったところ，調整済み男女給
与格差は同様の結果となった，と報告している。
　同調査では，このように男女給与格差を細かく
みていくことによりほとんどの理由が直接的な性
別の違いによるものではなく，教育歴・業務経験・
産業・職業・居住地・勤務年数・企業規模・勤務
先企業の違い・役職の違いなどの男女に由来しな
い差であるという結果になった（10）。もちろん現
状で女性の役職者が少ないことや職種の違いが男
女の違いに由来している可能性はあるが，ここで
は同一職種同一賃金の原則での比較を行うために
他のバイアスを排除した。
　Glassdoor 社の同調査では，アメリカ国内におい
て調整済み男女給与格差が激しい業界は，ヘルス
ケア，保険，鉱業，物流，メディアの各業界であり，
格差の少ない業界は航空防衛産業，農林業，バイ
オ・化学産業，旅行業，飲食業の各業界であると
報告している（Glassdoor 2016 p.4）。
　同調査による職種の違いについてみてみると調
整済み男女給与格差の激しい職種はプログラマ，
料 理 人， 歯 医 者，C レ ベ ル 役 員（CIO，CEO，
CFO など），心理学者，薬剤師，CAD 設計などとなっ
ている。その職業の従事者数が男性優位の職種で
は男性の数の優位性がそのまま給与に反映しお
り，調整済み男女給与格差が激しい状況にあるよ
うだ。
　反対に調整済み男女給与格差において女性の給
与が男性の給与を上回っている職種は，ソーシャ
ルワーカ （ー-7.9％），マーチャンダイザ （ー-7.6％），
リサーチ・アシスタント（-6.6％）などとなって
いる。その他の職種でもアシスタント職やコーデ
ネーター職などは女性優位となっている。ソー
シャルメディアも女性優位（-1.9％）である。職
場における男女別の従業員比率が偏っていると男
女格差が大きくなる傾向がある。男性が多い職場
では男性の平均給与が高く，反対に女性が多い職
場では女性の平均給与が高い傾向がみてとれる
（Glassdoor 2016 pp.24-26）。
　ここで，冒頭に挙げた 2 つの一般常識のうち，
ソフトウェア業界は女性エンジニアであることの
ハンデは少ない業界という仮説が否定される結果
が現れた（Glassdoor 2016 p.4）。IT 産業のように
比較的新しい業界や職種であっても従来の業界や
職種よりも大きな男女格差が存在するのは驚きで
ある。
　同調査による年代別の男女給与格差では，年齢
が高くなるに従って格差が激しくなる傾向があ
る。これは，高齢者が職を得るのが難しい現状が
あることと，現在の若年層は仕事を始める時のバ
リアが低くなっているが高齢層が仕事を始めた若
い頃は仕事に対する男女の格差が今よりも激し
かったことが今まで引きずられていること，の 2
点が考えられる（Glassdoor 2016 p.27）。就職に際し，
同じ条件の男性と女性がいる場合，男性が選ばれ
るということが示唆できる。
　同調査によると 2007 年から 2015 年までの調整
済み男女給与格差は 4.0％から 6.1％の間に収まっ
ており，この間にあったリーマン不況の影響は大
きくなかった（Glassdoor 2016 p.28）。調整済み男
女給与格差は良くも悪くも現状維持の状況になっ
ている。説明のできない調整済み男女給与格差は
景気動向においても埋められないのであろうか。
３．女性ソフトウェア・エンジニアの現状
　先進国へのソフトウェア輸出が旺盛なインドで
は，大学でコンピュータ・サイエンスを学ぶ女子
学生も多い。アメリカとインドのコンピュータ・
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サイエンス（CS）学士保持者の比較（11）によれば，
アメリカの全コンピュータ・サイエンス学士保持
者の 21％が女性であるのに対し，インドの全コン
ピュータ・サイエンス学士保持者の 45％が女性で
ある。コンピュータ・サイエンス学士取得者の男
女比率はアメリカが女性 1 人に対して男性 4.2 人
だが，インドでは女性 1 人に対して男性 1.2 人で
ある。一般的には男尊女卑の風潮が強いとされる
インドで，コンピュータ・サイエンス学士が男女
で等しいレベルまで女性の進出が進んでいる
（Yardi, Purva et al 2017: p.2）。アメリカの総人口に
占める女性の割合は 50.8％で，インドは同 47.7％
と，女性の人口割合はほぼ同比率であるので，イ
ンド女性のコンピュータ・サイエンス熱は非常に
高いといえる。インドにおいてソフトウェア・エ
ンジニアになってインド国内で良い企業に就職す
ることや，ソフトウェア・エンジニアとして先進
国に企業から派遣されたり，個人で出稼ぎに行っ
たりして，海外で大金を稼ぎ，インドに戻って新
富裕層として暮らすことが可能になっている。例
えば，アメリカではアメリカ人の給与と職を守る
ために H-1B ビザで外国から入国する専門技術者
の給与は，その地域の同一職種に従事するアメリ
カ人と同じ水準にすることが労働許可証の取得段
階で求められている。
　コンピュータ・サイエンス学士を取得するため
の理系大学への進学は女性にも門戸が開かれてい
る。インドは男女に限らず，マイノリティへの教
育に力を入れている。インドで子供を大学に行か
せることのできる家庭では，性別に関係なく子供
が工学もしくは薬学に進むことを希望する傾向に
ある。これらの学問がインドにおける職業的な優
位を得られると強く信じられている。これはイン
ドの産業のうち，グローバル環境で優位にあるの
がソフトウェアと医薬品であることに由来してお
り，ソフトウェアもしくは医薬品関連のグローバ
ル企業に就職することで高給を得ようとしている
と考えられる。よって，女性がお金を稼ぐ職業と
してソフトウェア・エンジニアが魅力的であり，
実現可能な職業であり，そのために幼少期から理
数系科目の習得が優先され，その延長線上にある
コンピュータ・サイエンス学士の取得が盛んに
なっていると考えられる。
　インド社会では男尊女卑的な文化的背景から女
性への集団レイプなど女性の尊厳を損なう犯罪が
多発しており，女性の権利を守ることはインドが
国際化する上で必要不可欠となっているが遅々と
して進んでいない印象がある。こうした背景によ
らずとも，大手ソフトウェア企業が女性従業員を
差別しないもっとも大きな理由は，慢性的に優秀
なソフトウェア・エンジニアが不足していること
にある。女性のコンピュータ・サイエンス学士が
半数近くいる現状において，男性のみを採用する
ことは現実的ではなく，女性を男性並みに優遇す
ることで多くの女性従業員を確保し，社内のソフ
トウェア・エンジニア需要を満たすことが重要で
あった。しかしながら，アメリカのシリコンバレー
でインド人女性のソフトウェア・エンジニアを見
かけることは少ない。インドからアメリカにきて
いる女性ソフトウェア・エンジニアが少ないこと
が想像できる。
　アメリカ労働省による職業概況ハンドブックの
ソフトウェア開発者の情報（12）によれば，2016 年
にはアメリカ全体で 1,256,000 名のソフトウェア
開発者が従事しており，年収の中央値は 102,280
ドル（約 1,150 万円）となっている。しかし，こ
こには男女別のデータがない。
　The Silicon Valley Indicators 2015bによるカリフォ
ルニア州ベイエリア地域（シリコンバレー）の産
業別就業者情報（13）によれば，この地域全体の産
業 従 事 者 数 の 総 計 が 3,673,074 名， う ち 男 性
1,968,881 名（53.6 ％） で 同 女 性 は 1,704,193 名
（46.6％）となっている。情報産業の従事者数は
130,419 名であり，うち男性が 80,861 名（62.0％），
同女性が 49,558 名（38.0％）となっている。情報
産業関連であるプロフェッショナルおよびビジネ
ス・サービス産業の従事者数は 632,578 名で，う
ち男性が 381,833 名（60.3％）で同女性が 250,745
名（39.7％）となっている。職種別の従事者数の
うち，コンピュータ・エンジニアリングおよび化
学 関 連 職 の 従 事 者 は 497,014 名 で う ち 男 性 が
347,189 名（69.8％），同女性が 149,825 名（30.2％）
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となっている（The Silicon Valley Indicators, 2015b, 
pp.32-36）。シリコンバレーにおいては男女雇用機
会の均等がなされつつあるが，職種でみた場合に
理系の職種において大きな男女給与格差は存在す
るようである。
　The National Center for Women & Information 
Technology（NCWIT）は，理系女性を支援する非
営利組織（NPO）であるが，この NPO が発行し
ているカタログ（14）によれば，アメリカの労働力
の 57％は女性であり，コンピュータ関連職に従事
する女性は 26％であり，フォーチュン 100 社の
20％は女性が CIO（チーフ・インフォメーション・
オフィサー）を務めている。2016 年のアメリカに
おけるコンピュータ関連職の女性比率の 26％のう
ち，3％がアフリカ系女性，5％がアジア系女性，2％
がヒスパニック系女性となっており，マイノリ
ティ女性の比率が低い。
　同カタログでは，2015 年にアメリカで学士を取
得した女性は 57％にのぼるが，コンピュータ・サ
イエンス学士の女性比率は 18％に過ぎない。1985
年のコンピュータ・サイエンス学士の女性比率は
37% であったので，ここ 30 年でコンピュータ・サ
イエンス学士の男女比率を大きく落としている
（NCWIT 2017）。
　アメリカの多くのソフトウェア開発者は大卒
（学士号）から仕事を始めており，就職に際し，
コンピュータ・サイエンス学士などの大卒資格が
重要視されている。しかし，アメリカにおいて，
この 30 年の女性のコンピュータ・サイエンス学
士取得率が減っている状況をみるに，若い女性が
ソフトウェア開発者を目指さないようになってい
るのではないか，と考えられる。
　H-1B ビザは，専門的な職業でアメリカに入国し
て働くためのワーキングビザであり，インドや中
国などのアジア諸国からこのビザを利用して多く
のソフトウェア・エンジニアがアメリカで働いて
いる。アジアからアメリカにくるソフトウェア・
エンジニアの多くはアメリカ滞在時に母国よりも
高水準の給与を得ることができ，3 年から 6 年の
赴任期間でひと財産稼いで母国に戻ることができ
る。男女給与格差を考える上で，大金を稼ぐこと
のできる海外出張の有無は無視できない。H-1B ビ
ザ取得者の男女比率を知ることは男女給与格差を
研究する上で重要であるのだが，このデータは入
手できない。
　このビザを管理しているのは，U.S. Citizenship 
and Immigration Service（USCIS：アメリカ市民権・
移民業務局）である。アメリカ市民権・移民業務
局は，毎年，H-1B ビザの発行状況を細かく記載し
た 報 告 書 Characteris t ics  of  H -1B Special ty  
Occupations（15）を発行しており，H-1B ビザ取得者
の出身国，アメリカ国内での職種，産業，給与額
などの情報を公開しているが，H-1B ビザ取得者の
男女比率や男女別の人数は公開していない。
　2016 年 4 月 1 日発行の Computerworld 誌（16）に
よれば，アメリカ市民権・移民業務局は IEEE（17）
および Computerworld 誌からの H-1B ビザ取得者
の男女別人数および比率の公開要請を拒否した。
これは，連邦法における人種，性別，国籍，年齢
などを理由に雇用に関わる決定をしてはいけない
というルールを厳守しているからだろう。しかし
ながら，同様に通常は雇用にかかわる男女比率関
係 の 情 報 を 公 開 し て い な い U.S. Employment 
Opportunity Commission（EEOC：雇用機会均等委
員会）（18）は，裁判所の要請によってデータ公開
することがある。昨年の裁判において雇用機会均
等委員会は，インド系ソフトウェア多国籍企業の
アメリカ子会社の Infosys US 社には，22.5％の女
性ソフトウェア・エンジニア従業員がいると公開
した。Infosys US 社にはアメリカの現地採用の女
性ソフトウェア・エンジニアがいるので一概には
言えないが，同職場では少なくとも男性優位の状
況をみてとれる。
　Infosys 社の Web サイトに掲載されている従業
員 情 報（Infosys 社 2016 年 度 有 価 証 券 報 告 書 
pp.163-167）によれば，アメリカ（南北アメリカ）
地 域 に お け る 従 業 員 の 総 数 は 8,312 人 で 男 性
71.0％，女性 29.0％となっており，雇用機会均等
委員会のデータよりは多いものの Infosys 社のグ
ローバルの各地域の中で女性比率がもっとも少な
い地域となっている。Infosys 社のワールドワイド
での従業員総数は 194,044 人で，国籍は 129 カ国
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にのぼり，男女別従業員構成比率は男性 64.4％，
女性 35.6％となっている。アメリカ以外の個別の
地域では，インド地域で男性 64.7％，女性 35.4％，
APAC（ ア ジ ア・ パ シ フ ィ ッ ク ） 地 域 で 男 性
57.4％，女性 42.6％，EMEA（ヨーロッパ・中東・
アフリカ）地域で男性 58.3％，女性 41.7％となっ
ている。アメリカ地域に女性が少ないのは H-1B
ビザを取得してアメリカに派遣されるソフトウェ
ア・エンジニアに男性が多いということを示して
いると考えられる。
　Infosys 社の 2016 年度有価証券報告書に含まれ
るビジネス責任報告書によれば，8 つのビジネス
責任のうち，従業員価値の向上が 2 番目に取り上
げられている（20）（Infosys 社 2016 年度有価証券報
告書 pp.159-183）。従業員価値の向上の項目で，
Infosys 社は，すべての従業員に差別とハラスメン
トのない労働環境を提供することを約束してい
る。Infosys 社は，平等に機会を与える雇用主であ
り，ビジネス上の必要性とメリットによって従業
員を雇用し，会社のポリシーとして，妊娠，出産，
もしくは関連する医学的状況，人種，宗教，肌の色，
性別，性同一性，国籍，祖先，身体的または精神
的障害，婚姻，年齢，性的嗜好，その他，法によっ
て守られるすべての種類のハラスメントを禁止し
ている，と記している。
　同報告書には，従業員からの苦情についてもそ
の件数が報告されており，職場でのハラスメント
は，2016 年には 85 件報告されている。その他，
職場における問題が 408 件，重い懲戒に該当する
苦情が 354 件，軽い懲戒に該当する苦情が 814 件
あり，合計で 1,661 件の問題や苦情が発生してお
り，これらに対し，内部仲裁が 381 件，懲戒処分
が 1,280 件行われて，全 1,661 件の苦情処理が完
了している。会社内部で起きた苦情とその処理に
関して，件数のみであっても公開する企業は少な
い。
　Infosys 社は，従業員，特に女性従業員が安心し
て働くことのできるための施策のひとつとして社
内の問題および苦情の公開を行っているのだろ
う。社内の問題及び苦情の公開を行うことで，企
業の透明性を高め，ハラスメントの大きな抑止力
が生まれる。従業員を集める際も有効に作用する
と考えられる。Infosys 社などのソフトウェア大手
企業が率先して働きやすい環境の提供を行なって
いるのである。インドでは，Infosys 社のようなグ
ローバルに展開するソフトウェア多国籍企業に就
職することで男女差別の少ない働きやすい環境と
高給を手に入れることができるのは，女性にとっ
て大きなインセンティブであり，女性が男性並み
にコンピュータ・サイエンス学士を目指す一因に
なっていると考えられる。
　新興国のインドではソフトウェア・エンジニア
を目指す高学歴女性の活用が本格化しているのに
先進国のアメリカでは男性優位の職場という固定
観念によって女性のソフトウェア・エンジニアが
少ない状態が続き，コンピュータ・サイエンス学
士取得の状況からむしろソフトウェア・エンジニ
アを志向しない女性が増えているのは憂慮すべき
事態である。
表１　Infosys 社の従業員男女比率（出典：Infosys 社 Web サイト（19）の情報を筆者が一部改変して作成）
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４．アメリカにおける女性活用の問題点
　アメリカでの男女給与格差にかんする制度や法
律についてみてみよう。前章でも軽く触れたが，
アメリカでは，The U.S. Equal Employment Opportunity 
Commission（EEOC：雇用機会均等委員会）が，
企業における性別や人種，宗教などのダイバーシ
ティによる給与格差などの従業員差別を監視して
いる。雇用機会均等委員会の Web サイト（21）によ
ると J. F. ケネディ大統領が 1963 年に署名した The 
Equal Pay Act（同一賃金法，もしくは，賃金平等法）
によって，同じ職場で同じ仕事をする男女には同
じ給与を支払うことが求められた。仕事は全く同
一である必要はないが，実質的に等しくなければ
ならない。職種ではなく仕事内容によってその仕
事が実質的に等しいかどうかが決定される。月額
給与，残業手当，賞与，ストックオプション，利
益分配およびボーナスプラン，生命保険，休暇お
よび休日の賃金，クリーニングやガソリンの手当，
ホテルの宿泊施設，旅費の払い戻しおよびその他
の給付などのあらゆる給与がこの同一賃金法で規
定されている。また，男性と女性の間に給与の不
平等がある場合，雇用主は両者の給与をどちらか
を下げることなく均等にしなくてはならない。つ
まり，女性の給与を男性並みに引き上げなくては
ならない（22）。
　雇用機会均等委員会設立の根拠法となっている
Title VII of the Civil Rights Act of 1964（23）（1964 年
発行の民権法第 7 編）によって，従業員の個人と
しての諸権利が大きく認められた。個人に関わる
雇用，解雇，補償，昇進，分類，訓練，実習，雇
用目的の照会又はその他の雇用関連条件特典その
他につき，雇用者が人種，皮膚の色，性別，出身
国又は宗教に基づいて差別をすることが禁止され
た。同 Web サイトによると，同一賃金法で訴えを
起こした者は，また，民権法第 7 編でも雇用主な
どを訴えることができる。同一賃金法と民権法第
7 編の違いは，同じ職場で同じ仕事をする男女が
実質的に同等の仕事でなくてはならいという同一
賃金法の規定が民権法第 7 編にはないことになる。
この違いにより，男女給与格差について同一賃金
法が重要になる。
なお，1963 年の同一賃金法は，現在までに改正さ
れ，合衆国法典第 29 巻セクション 206（d）に含
まれている。同一賃金法は，1938 年の公正労働基
準法（FLSA）の一部であり，雇用機会均等委員会
によって施行され，強制される。同一賃金法は，
同じ施設内の男女間の性別に基づく賃金差別を禁
止しており，類似の労働条件の下では実質的に同
等のスキル，努力および責任を負う，と同 Web
サイトに記載されている。
　このようにアメリカでは 1938 年に公正労働基
準法が制定され，1963 年に男女が同じ仕事をする
なら同じ賃金を支払わなくてはならないと定めた
同一賃金法が制定された。この法律によって企業
における男女給与格差は 1963 年に無くなって然
るべきであるのに 54 年後の 2017 年においても第
2 章でみたように調整済み男女給与格差によって
男性の給与よりも女性の給与が説明のつかない理
由で 5.4％も少なく支払われている実態がある。
　第 2 章では，現在でも多くの職場で男女給与格
差があり，特に男性従業員の数が多い職場におい
て男女給与格差が激しい実態があること，この男
女給与格差を細分化し，直接，男女の違いに由来
しないものを除くことで男女給与格差は 5.4％の
違いにまで近づいたこと，などをみた。他方，そ
もそも企業内で別の仕事に男女を振り分ける企業
内分業によって男女の職種に差をつけて給与格差
を生み出している可能性がある。ここでは，雇用
機会均等委員会が各企業に提出を求めている
EEO-1 をみることで，同一企業における男女の職
種の違いについて考える。EEO-1 調査は，雇用機
会均等委員会によって修正民権法第 7 編に基づい
て行われている。対象は，従業員100名以上の企業，
もしくは，総従業員 100 名以上の企業グループに
属する企業，ただし，連邦政府の調達に関わる企
業は従業員 50 名以上，もしくは，調達額 5 万ド
ル以上，か，補助金を受けている企業，となって
いる（24）。EEO-1 は，雇用機会均等委員会によっ
ては公開されていないが，大企業がコーポレート・
ガバナンスの観点から公開している例がある。い
くつかの企業の EEO-1 をみてみよう。
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　Microsoft 社は，アメリカの大手ソフトウェア企
業であり，世界中にオフィスを展開している。こ
の Microsoft 社は，自社 Web サイトに EEO-1 の情
報を載せている（25）。この EEO-1 によると 2016 年
度の Microsoft 社の従業員数は 64,257 名で，うち
男 性 が 48,477 名（75.4 ％）， 同 女 性 が 15,785 名
（24.5％）。技術職全体の従業員数は 49,299 名で，
うち男性が 37,824 名（76.7％），同女性が 11,475
名（23.3％）。営業職全体の従業員数は 4,429 名で，
うち男性が 2,898 名（65.4％），同女性が 1,531 名
（34.6％）。総務的な補助職（庶務もしくはアドミ
ともいう）全体の従業員は 707 名で，うち男性が
35 名（5.0％），同女性が 672 名（95％）で，経営
層を含む管理職全体は 9,822 名で，うち男性管理
職が 7,720 名（78.6％），同女性管理職が 2,102 名
（21.4％）となっている（Microsoft 社 EEO-1 2016）。
　この Microsoft 社の EEO-1 による従業員男女比
率には，ソフトウェア開発・販売業という理系の
企業の典型である，男性が技術職と営業職で稼ぎ，
そのサポートを女性が行うという特徴がよく表れ
ている。企業全体で女性比率が 24.5％というのは
女性の活用がいささか少ないように感じる。技術
職（理系）の比率の 23.3％，営業職（文系）の
34.6％が女性というのは男性並みに働く女性であ
り，一般的な女性は，女性比率 95％の総務的な補
助職として働いている。Microsoft 社において女性
従業員は補助職がメインなのである。
　 当 然 の こ と な が ら， 補 助 職 の 給 与 は 低 い。
Microsoft 社の職種別年収について Payscale 社の
Web サイトで調べると以下のようになる（26）。部
長級の管理職であるマーケティング・ディレク
ター（Marketing Director）は 78,583 ドル（約 880
万円（27））から 265,770 ドル（約 2,980 万円）の範囲，
技 術 職 で あ る ソ フ ト ウ ェ ア 開 発 者（Software 
Developer） は 64,329 ド ル（ 約 720 万 円 ） か ら
151,308（約 1,700 万円），営業職であるセールス・
スペシャリスト（Sales Specialist）は 54,143 ドル（約
600 万円）から 236,494 ドル（約 2,650 万円）であ
る。これらに対し，総務的な補助職（Administrative 
Assistant）は 29,435 ドル（約 330 万円）から 63,839
ドル（約 715 万円）となっている。それぞれの職
種内でこれらの給与が適用される正確な男女比率
はわからないが，男性優位の職種と女性優位の職
種では年収に大きな差ができていることがわか
る。同じ仕事の給与は男女とも同額にしなくては
いけない同一賃金法の規定をかいくぐるために，
Microsoft 社では，このように職種を細分化してい
るのであろうか。
　アメリカの新興企業であり，インターネット販
売からクラウドサービスまでインターネットを
使ったビジネスを幅広く手がける Amazon 社につ
いても EEO-1（28）を元に分析してみる。Amazon 社
では，倉庫系業務とそのほかの業務の間に大きな
給与差があると言われている。そのため，職種の
カテゴリを便宜的に管理職，技術職，営業職，総
務的な補助職，倉庫・物流系職に区分する（29）。
Amazon 社の総従業員数は 174,449 名でうち男性
102,865 名（59.0 ％）， 同 女 性 71,584 名（41.0 ％）
である。経営層を含めた管理職数は 13,457 名でう
ち男性 10,371 名（77.1％），同女性 3,086 名（22.9％）。
技術職従業員数は 32,178 名でうち男性従業員数が
23,850（74.1％），同女性従業員数が 8,328 名（25.9％）。
営業職従業員数は 965 名でうち男性従業員数が
641 名（66.4％），同女性従業員数が 324 名（33.6％）。
総務的な補助職の従業員数は 7,720 名でうち男性
従業員数が 2,709 名（35.1％），同女性従業員数が
5,011 名（64.9％）。倉庫・物流系職の従業員数は
120,129 名 で う ち 男 性 従 業 員 数 が 65,294 名
（54.4％），同女性従業員数が 54,835 名（45.6％）
となっている。
　Amazon 社の従業員全体での男女比率は 59：41
と Microsoft 社に比べて女性の比率が多く，女性
を活用しているように見えるが，実態は，総務的
な補助職と倉庫・物流系職での女性従業員比率が
高く，管理職や技術職では Microsoft 社と変わらず，
営業職では Microsoft 社よりも低い比率になって
いる。Amazon 社において従業員の半数以上を占
める倉庫・物流系職はしばしブラックな職場とし
てアメリカや日本のニュースで取り上げられる職
場であり，けっして良い職場環境ではない。そう
いった職場における女性比率が高いのであり，女
性の活躍や男女雇用機会の公正な均等とは意味合
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いが違う。
　Microsoft 社と Amazon 社の 2 社は現代アメリカ
を象徴するソフトウェアおよびインターネット企
業であり，この 2 社の男女格差をみたが，女性は
補助的な仕事を主に行っており，高学歴者にふさ
わしい仕事に就いている女性が少ないことがわ
かった。アメリカの同一賃金法の施行と雇用機会
均等委員会における監視という公的な取り組みや
グローバル規模の大企業におけるジェンダーフ
リー宣言などの男女格差をなくす企業社会的な動
きに対し，それらを推進している各企業での実態
をみるにつけ，男女雇用機会の均等や男女給与格
差の解消は遅々として進んでいないことがわかっ
た。
　アメリカのシリコンバレーにある Fenwick & 
West LLP 法律事務所は 2014 年の 12 月に Gender 
Diversity Survey を公表した。大手企業が名を連ね
る S&P100 社とシリコンバレー企業（SV150 社）
では男女の雇用にどのような格差があるのかを調
査 し た 報 告 書 に な る（30）。 こ の 報 告 書 で は，
S&P100 社は SV150 社より女性役員比率が 2 倍高
く，SV150 社における女性役員登用状況は 2008
年がピークだったものの，全体トレンドとしては
両者ともに上昇傾向にある。しかし，S&P100 社，
SV150 社の双方において，女性 CEO の存在は女
性役員，女性エグゼクティブ比率の増加にはつな
がっていない。SV150 社の中でも上位 15 社の女
性 President・COO 比率は S&P100 社のそれよりも
高く，CEO 比率よりずっと高い。SV150 社におけ
る女性 President・COO 比率は女性 CEO の約 4 倍
となっている，と報告している。
　女性 President や女性 COO は既にリーダーとし
て活躍しており，将来は女性 CEO となる可能性
がある。これは，将来 CEO になる女性が現状よ
りも多いことと CEO を補佐する President 職や
COO 職が女性に向いていることを示していると考
えられる。しかし，これらの女性役員は男性と同
じように働き，出世街道を登ってきたスーパー
ウーマンであり，彼女たちをロールモデルにして
今後の企業における女性の活躍を論じてはミス
リードしてしまう。多くの女性はスーパーウーマ
ンではない。しかし，スーパーウーマンたる女性
役員の数が増え，彼女たちが普通の女性従業員の
数を増やして職場の男女比率を 50：50 にして，
普通の女性従業員の中から管理職になる女性の数
を増やしていくことでスーパーウーマンでない普
通の女性が，学歴や仕事内容が同じ普通の男性と
同じ給与を得ることができるようになるのではな
いか。そこには説明のつかない調整済み男女給与
格差は存在しなくなるだろう。
５．おわりに
（１）まとめ
　本論文では，最初に男女給与格差の実態をみた。
一般的に使われている男女給与格差のデータは非
調整値であり，教育歴・業務経験・産業・職業・
居住地・勤務年数・企業規模・勤務先企業企業の
違い・役職の違いなどの男女に由来しない差を取
り除いた調整済み男女給与格差が 5.4% まで縮まる
ことを確認した。調整済み男女給与格差が存在す
ることで，説明できない男女給与格差があること
が分かった。公正な男女雇用機会均等を実現する
には，この説明できない男女給与格差を可及的速
やかに取り除かなくてはいけない。今後の企業経
営者の努力が問われる。
　次に女性ソフトウェア・エンジニアについて検
討した。新興国であり，ソフトウェア産業を国の
主幹産業と位置付けているインドでは，コン
ピュータ・サイエンス学士の取得を目指し，ソフ
トウェア産業に就職する女性が増えているが，成
熟した先進国のアメリカにおいて現在のソフト
ウェア産業は男性の職場として認識されており，
ソフトウェア産業が隆盛した 30 年前に比べて女
性の希望者が少なくなっている。インドからアメ
リカに来ているソフトウェア・エンジニアの多く
が男性であるというのは，アメリカ国内において
女性のソフトウェア・エンジニアが男性よりも低
く見られているからインドのソフトウェア多国籍
企業はアメリカに顧客受けの良い男性を多く送り
込んでいるのだろう。
　インドにおいては，依然として男女給与格差は
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あるものの，女性がソフトウェア・エンジニアリ
ングの職場で男性と同一の技能を用いて仕事を行
うことで男女給与格差は今後縮まっていくと考え
られる。そのためにはインドのソフトウェア産業
の拡大がつづいていくことが前提となる。インド
国内や先進国が不景気になり，ソフトウェア産業
の需要が減ってしまうと働き手不足からくる女性
ソフトウェア・エンジニアの需要は急速にしぼん
でしまう。そうなる前に男女従業員比率を 50：50
にし，女性管理職を増やし，それらの女性管理職
が女性の採用を増やす好循環をつくり出さなくて
はならない。
　最後にアメリカにおける女性活用の問題点を検
討した。アメリカは先進国であり，ソフトウェア
技術やインターネット技術の中心地である。1980
年代にビジネスに利用するコンピュータリゼー
ションが起き，当時は女性によるコンピュータ・
サイエンス学士の取得が増えたが，現在ではその
1/3 に減っている。これは，この 30 年間にコン
ピュータ関連企業にエンジニアとして就職した女
性があまり成功していないことや満足できる処遇
がなされなかったことに由来していると考えられ
る。シリコンバレーにおける男女給与格差は，ア
メリカ全体のそれよりも大きい。
　アメリカの男女雇用機会均等や同一賃金にかん
しては 1960 年代には法整備がなされており，同
じ職場で同じ仕事をする男女には同じ給与を支払
うことが求められている。法律での規制がなされ
てから 50 年以上が経つのに未だに調整済み男女
給与格差が存在することが説明できないでいる。
これは 1600 年代から企業経済がずっと男性によっ
て開発されてきて，さまざまな既得権益が存在し
たが，50 年前に男女雇用機会の均等や同一労働同
一賃金が法整備されたことにより，これらの男性
の既得権益が徐々に排除されてきたが未だに残っ
ている，ということなる。
　男女従業員比率が 50：50 になり，男女管理職
比率もそれに近くなって初めて男女格差撲滅が達
成されることになるが，その道は険しい。男女従
業員比率が 50：50 になるには，経営者や役員レ
ベルの女性が増え，男女従業員比率を 50：50 に
しようという経営的な施策が実行されなくては難
しい。第 4 章でみたように現状の女性経営者や役
員はスーパーウーマンであり，男性と同じ土俵で
働き，男性に打ち勝って経営者や役員になった彼
女たちを増やすのは難しい。しかし，女性役員の
手で男女従業員比率が 50：50 になる企業が増え
ると説明できない男女格差を社内に野放しにする
ことはできずに同一労働同一賃金へ移行していく
ことは想像に難くない。女性を広く長く雇用する
には長期間における会社の成長が重要であり，成
長し続けられなければ男性優位に逆戻りしてしま
う。
（2）今後の課題
　今後の筆者の課題は，インドとアメリカで多国
籍企業における男女給与格差が存在している状況
の経年変化を追いかけて調査研究を行い，その格
差が縮まるような企業行動につながる提言をする
ことである。筆者が女子大学で教員をしていて強
く感じるのは，多くの共学大学において行われて
いる就職活動への支援やキャリア開発教育は男子
学生中心であり，女子学生のみの問題への対応は
少ない。現在の就活における総合職が，男性と同
じように働くなら女性も採用してあげる，という
企業の態度を戒めることもせず，男子学生の付属
品として女子学生の就職活動支援を行なっている
大学が多い。女性の人生設計において結婚・出産
は外せないイベントであり，男性と同じ土俵で戦
うと結婚・出産に大きな影響がでることを企業・
大学・学生の三者がきちんと認識する必要がある。
筆者は自身の研究を通して，男女格差のない企業
社会の構築への貢献をしたいと考えている。
参考文献
Amazoncom Inc., 2016 Employer Information Report 
Consolidated Report - Type 2 https://images-na.
ssl-images-amazon.com/images/G/01/Diversity 
Campaign2016_Q3/EEO-1_2016_consolidated._
V525968886_.pdf　参照日：2017/11/5
Andrew Chamberlain, 2016 Demystifying the Gender 
64
大 妻 女 子 大 学
人間関係学部紀要 人間関係学研究　19　2017
Pay Gap Evidence From Glassdoor Salary Data 
https://www.glassdoor.com/research/app/uploads/
sites/2/2016/03/Glassdoor-Gender-Pay-Gap-
Study.pdf 参照日：2017/11/4
Becker, S. G. 著 佐野洋子訳 , 1976『人的資本』東
洋経済新報社 
Bell, David A. and White, Shulamite Shen, 2014 Gender 
Diversity Survey—2014 Proxy Season Results 
https://www.fenwick.com/publications/pages/
gender-diversity-survey-2014-proxy-season-
results.aspx 参照日：2017/11/4
Bureau of Labor Statistics Occupational, 2016 Outlook 
Handbook, Software Developers, Computer and 
Information Technology https://www.bls.gov/ooh/
computer-and-information-technology/software-
developers.htm 参照日：2017/11/4
CATALYST Web サ イ ト  http://www.catalyst.org/
knowledge/women-management, 参照日：2017/11/4
Glassdoor, 2016 Demystifying the Gender Pay Gap, 
Evidence From Glassdoor Salary Data  https://
www.glassdoor.com/research/studies/gender-pay-
gap/ 参照日：2017/11/4
Google Diversity Web サ イ ト  https://www.google.
com/diversity/index.html, 参照日：2017/10/27
Infosys Annual Report 2015-16　https://www.infosys.
com/investors/reports-filings/annual-report/
annual/Documents/infosys-AR-16.pdf　参照日：
2017/10/29
IT Media News, 「Google、中の人の「女性は生まれ
つきエンジニアに向かない」文書回覧で社内
騒然」http://www.itmedia.co.jp/news/articles/
 1708/06/news034.html, 参照日：2017/11/4
James Damore, 2017 How bias clouds our thinking 
about diversity and inclusion, Google’s Ideological 
Echo Chamber https://assets.documentcloud.org/
documents/3914586/Googles-Ideological-Echo-
Chamber.pdf, 参照日：2017/11/4
Microsoft, 2016  Employer Information Report 
Consolidated Report - Type 2  https://query.prod.
cms.r t .microsoft .com/cms/api /am/binary/
RE10lMY 参照日：2017/11/5
National Center for Women in Technology, 2017  By 
the Number　https://www.ncwit.org/sites/default/
files/resources/btn_03232017_web.pdf, 参照日：
2017/11/4
OECD Gender wage gap Web サイト https://data.oecd.
org/earnwage/gender-wage-gap.htm#indicator-
chart 参照日：2017/10/29
Payscale, 2017 Average Salary by Job for Microsoft 
Corp Employees https://www.payscale.com/
research/US/Employer=Microsoft_Corp/Salary/
by_Job 参照日：2017/11/7
Sharon Machlis and Patrick Thibodeau, 2016 How 
many H-1B workers are female? U.S. won’t say 
Computerworld https://www.computerworld.com/
article/3050365/it-careers/how-many-h-1b-workers-
are-male-us-wont-say.html　参照日：2017/10/29
Sustainable Japan, 2015 【アメリカ】S&P100 社とシ
リコンバレーにおけるジェンダー・ダイバー
シティの違いとは？　 https://sustainablejapan.
jp/2015/01/26/sp100-sv150/13547　参照日：2017/ 
11/4
The Si l icon Val ley  Indica tors , 2015a Average 
Wages for Full-Time Workers, by Gender  http://
siliconvalleyindic ators.org/data/economy/income/
average-wages-for-full-time-workers-by-gender/ 
参照日：2017/11/4
------------------------, 2015b Income Inequality in the 
San Francisco Bay Area  http://siliconvalleyind 
icators.org/pdf/income-inequality-2015-06 pdf　
参照日：2017/11/4
U.S. Citizenship and Immigration Services, 2016 
Characteristics of H-1B Specialty Occupation 
Workers, Fiscal Year 2016 Annual Report to 
Congress https://www.uscis.gov/sites/default/files/
USCIS/Resources/Reports%20and%20Studies/
H-1B/h-1B-FY16.pdf 参照日：2017/10/29
U.S. Department of Labor, Title VII, Civil Rights Act 
of 1964, as amended https://www.dol.gov/oasam/
regs/statutes/2000e-16.htm 参照日：2017/11/5
U.S. Equal Employment Opportunity Commission, 
https://www.eeoc.gov/ 　参照日：2017/11/5
65齊藤　豊：ソフトウェア産業における女性従業員
------------------------, 2017 EEO-1: Who Must File 
https://www.eeoc.gov/employers/eeo1survey/
whomustfile.cfm　参照日：2017/11/5
------------------------, 2017 Equal Pay/Compensation 
Discrimination https://www.eeoc.gov/laws/types/
equalcompensation.cfm 参照日：2017/11/5
Yardi, Purva et al., 2017 Differences in STEM Gender 
Disparity Between India and the United States 
http://www.hcixb.org/papers_2017/hcixb17-
final-37.pdf 参照日：2017/10/29
脚注
（ 1 ） CATALYST Web サイトを参照
（ 2 ） IT Media News「Google，中の人の「女性は生
まれつきエンジニアに向かない」文書回覧で
社内騒然」を参照
（ 3 ） Google 社内の文書が外部の Web サイトに公
開 さ れ た 以 下 の 文 書 を 参 照 し た。James 
Damore, 2017 How bias clouds our thinking 
about  divers i ty  and inclusion,  Google’s 
Ideological Echo Chamber
（ 4 ） Google 社 Web サイトを参照
（ 5 ） OECD は，1948 年，米国による戦後の欧州復
興支援策であるマーシャル・プランの受入れ
体制を整備するために設立された欧州経済協
力機構（OEEC）を前身とし，欧州と北米が
対等のパートナーとして自由主義経済の発展
のために協力を行う機構として OEEC が発展
的に改組され，1961 年に OECD が設立された。
原加盟国は，オーストリア，ベルギー，デン
マーク，仏，独，ギリシャ，アイスランド，
アイルランド，伊，ルクセンブルク，オランダ，
ノルウェー，ポルトガル，スペイン，スウェー
デン，スイス，トルコ，英，米，カナダの 20
カ国で，その後，日本（1964 年），フィンラ
ンド（1969 年），豪（1971 年），ニュージー
ランド（1973 年），メキシコ（1994 年），チェ
コ（1995 年），ハンガリー，ポーランド，韓
国（以上 1996 年），スロバキア（2000 年），
チリ，スロベニア，イスラエル，エストニア（以
上 2010 年），ラトビア（2016 年）が加盟した
（ 6 ） OECD Gender wage gap Web サイトからの引
用。2015 年の給与所得者と個人経営者のデー
タを使用した。同調査によれば，ワースト 5
各国の平均年間給与額は，アメリカ 59,691 
US ドル，ポルトガル 24,595 US ドル，チリ 
27,628 US ドル，日本 38,660 US ドル，韓国 
32,062 US ドルとなっている
（ 7 ） The Silicon Valley Institute for Regional Studies
による調査 The Silicon Valley Indicators 2015a
を参照
（ 8 ） ドル円為替レートは，執筆時のレートである
1 ドルを 112 円として換算
（ 9 ） Demystifying the Gender Pay Gap リサーチレ
ポートを参照 
（10） 説明のつかない 5.4% の男女格差には性別の
違い以外に人種の違い含まれている。この調
査では人種による格差を明示的に分けること
ができない
（11） Yardi, Purva et al 2017, p.2 を参照
（12） U.S. Bureau of Labor Statistics Web サ イ ト の
Occupational Outlook Handbook, Software 
Deve lope r s ,  Compu te r  and  In fo rma t ion 
Technology を参照
（13） The Silicon Valley Indicators 2015b “Income 
Inequality in the San Francisco Bay Area” pp.32-36
を参照 
（14） National Center for Women in Technology, 2017 
By the Number を参照
（15） U. S. Citizenship and Immigration Services, 2016 
Characteristics of H-1B Specialty Occupation 
Workers, Fiscal Year 2016 Annual Report to 
Congress を参照
（16） How many H-1B workers are female? U.S. won’t 
say, Computerworld Web サイトから引用
（17） IEEE は，Institute of Electrical and Electronics 
Engineers の略称で，アメリカの電気電子学会
のこと。ISO などの標準規格の制定に大きく
関与している
（18） The U.S. Equal Employment Opportunity 
Commission（EEOC：雇用機会均等委員会）
66
大 妻 女 子 大 学
人間関係学部紀要 人間関係学研究　19　2017
は 1965 年に設置された人種，宗教，性別な
どのあらゆる雇用差別を防止するための行政
活動をするアメリカ政府内の独立機関
（19） Infosys Annual Report 2015-16　pp.163-167 を参
照
（20） Infosys 社における 8 つのビジネス責任は，
Sustainable services and solution, Enhancing 
employee value, Stakeholder engagement, 
Respecting human rights, Being more environment 
conscious, Advocating change for better tomorrow, 
Inclusive growth, Adding value to clients（ 掲 載
順）となっている
（21） 雇用機会均等委員会の Web サイトを参照
（22） 雇用機会均等委員会 Web サイトによると，同
一賃金法の違反を主張する個人は，直接，裁
判を起こすことができ，事前に雇用機会均等
委員会への届け出をする必要はない。雇用機
会均等委員会や裁判所への同一賃金法違反で
の賠償請求の届け出の期限は，違法な行為が
疑われる 2 年以内，またはそれが故意の違反
の場合は 3 年以内となっており，この期間内
に行わなくてはならない。この期間の延長は
なく，たとえ，同一賃金法の下での雇用機会
均等委員会への届け出を行なっても裁判所へ
の訴状提出期間が延長されることはない
（23） 労働省 Web サイトを参照
（24） 雇用機会均等委員会 Web サイトを参照
（25） Microsoft 2016 Employer Information Report 
Consolidated Report - Type 2 の PDF ファイル
を参照 
（26） Payscale 社による Microsoft 社の職種別給与額
を参照
（27） 本論文におけるアメリカドルと日本円の換算
は，執筆当時の為替レートである 1 ドル＝
112 円を便宜的に用いて計算している
（28） Amazon 社の Web サイトから EEO-1 を入手し
参照した
（29） EEO-1 の 業 務 カ テ ゴ リ の Executive/Sr. 
Officials& Mangers と First/Mid Officials & 
Managers の 2 カ テ ゴ リ の 合 計 を 管 理 職，
Professionals と Technicians の合計を技術職，
Sales workers を営業職，Administrative support
を総務的な補助職，Craft workers，Operatives，
Laborers & Helpers と Service workers の合計を
倉庫・物流系として分類した。
（30） Sustainable Japan Web サイトおよび Bell, David 
A. and White, Shulamite Shen 2014 を参照
